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温暖化には疑う余地がない。

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第１作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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人為起源による可能性がかなり高い

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第１作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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温暖化は大きな問題である。

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第2作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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温暖化を抑えるにはー
 

大幅な温室効果ガスの削減が必要

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第３作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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2. 大幅削減に向けてー  
削減目標の意味



8

大幅削減にとって
 短中期的な目標は重要か？

• 政治的には意義がある。

• 温暖化の科学においては、重要ではない。
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温度上昇の不確実性は大きい

出所：IPCC第4次評価報告書統合報告書政策決定者向け要約（文部科学省・気象庁・環境省・経済産業省翻訳）
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削減経路には柔軟性がある

出所：IPCC第4次評価報告書

 

第３作業部会報告書

 

技術要約（経済産業省翻訳）
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短中期的には影響を回避できない。

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第2作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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短中期的に壊滅的な影響が
 

予測されているわけでもない。

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第1作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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削減達成が容易ならともかく
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削減達成は容易ではない
英国のCO2排出量

出所：星野、杉山、あらゆる国で増加を続けるエネルギー起源CO2排出、SERC Discussion Paper 09016、2009
http://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/index.html
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経済活動とエネルギー消費の関係は密接
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新規エネルギー需要は予測困難

エネルギー需要の

 増加要因は、
次々に登場する
「その他機器」の

 存在である。

出所：エネルギー経済研究所、

 
民生部門エネルギー消費実態

 
調査（総括編）、2003年
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省エネ運動だけでは解決しない
家庭の省エネ活動の忠実な実

 行は、家庭の排出量を21%削

 減する

他方、豊かな生活は簡単に排出増加を招き、
消費活動によって間接的に大幅な排出をもたらしている。

星野、杉山、「1人1日1kgのCO2削減運動」の温暖化対策における位置づけ、SERC Discussion Paper SERC09017
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技術開発は大きな不確実性を伴う

• 多くのロードマップは「目標」に過ぎない

出所：NEDO、太陽光発電ロードマップ（PV2030+）、2009年
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経済的な削減対策は多いとされるが、

経済的ポテンシャル、とは？

出所：IPCC第4次評価報告書

 

第３作業部会報告書

 

技術要約（経済産業省翻訳）
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実現には様々なバリア（障壁）がある

技術ポテンシャル

時間（技術進歩）達成済み（現状）

経済的ポテンシャル

市場ポテンシャル

C
O

2削
減

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

①

②

新規技術のコスト削減に新規技術のコスト削減に
関する知見不足など関する知見不足など

限定合理性、限定合理性、
情報不足など情報不足など

コストを考慮せず、
技術的に実証されたオプションが
全て実施される場合のポテンシャル

長期的にみて経済的なオプションが
全て実施される場合のポテンシャル

短期的にみて経済的なオプションの
一部分しか実施されない、
現状の延長上でのポテンシャル

バリアの例バリアの例

永田、今中、木村、「低炭素社会の実現に向けた技術普及方策」、エネルギーフォーラム、2009年10月号

技術が進歩し、「経済的ポテン

 
シャル」が達成されればよいが、

技術が進歩しても、様々なバリアに技術の普及が

 
阻まれると「市場ポテンシャル」に留まる。
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目標は目安でしかなく、達成は不確実

• 目標は目安でしかない。

– 排出削減と温度上昇の関係には不確実性が存在

– 排出削減パスには様々な可能性がある

• 達成も不確実

– 簡単な目標ではなく

– 長期の問題である（正確な予測ができない）

– 生活型環境問題である（排出主体全てを制御できない）

– 民主主義における意思決定の不確実性
• 技術普及を妨げる「バリア」の存在
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数値目標の意義と限界

• 意義：環境問題に政治的注目を集め、各国の政策
 実施を促す効果がある。

– 短中期的な目標：早期の取り組みに対するメッセージ。

• 限界：数値目標の達成には大きな不確実性

– あらゆる不確実性にも関わらず、確実に目標を達成しよう
 とすると…費用は無限大に。

– 科学的にも、目安でしかない。

• 重要なことは長期的に大幅削減を目指すこと。

– 短中期の目標達成で疲弊してはいけない。

– 政治的枠組みの進展に期待
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3. 大幅削減に向けてー  
何をなすべきか
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先進国はニア・ゼロエミッション相当
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技術の開発と普及が不可欠

出所：環境省、IPCC第4次評価報告書

 

第３作業部会報告書

 

概要、2007年5月22日Ver.
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技術普及の要点

• コストの低いものから実施＝最大限の削減

出所：OECD/IEA（2008）

 

Energy Technology Perspectives 2008日本語概要

同じコスト（面積）で

どれだけ削減できるか（幅）

2050年における世界規模の

エネルギーシステム排出量削減の限界費用



28

現在のCO2削減費用の相場

出所：The World Bank State and Trends of the Carbon Market 2009 Washington, D.C. .. May 2009

欧州ETS排出権価格

CDMクレジット価格

10001000円～円～40004000円円/t/t--CO2CO2
電気料金（大口）、
A重油（卸売）、

都市ガス（大手３社、大口）
⇒数%～十数%程度

の上昇相当
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45

ゼロ・エミッション電源の
 CO2 削減ポテンシャルと現状の削減コスト

長期エネルギー需給見通し（2008年5月）などの政府審議会資料に基づき、ゼロ・エミッション電源に
期待されるCO2 ポテンシャルと、現状の発電コストに基づくCO2 削減コストをまとめた。

図注：

出所： 今中、杉山、「温暖化対策費用からみたゼロ・エミッション電源の技術戦略」、
SERC Discussion Paper 09015、2009
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原子力の計画繰り延べ状況

出所）低炭素電力供給システムに関する研究会（2008）、原子力発電について、第３回資料２、平成２０年１０月９日



31

実現には様々なバリア（障壁）がある

技術ポテンシャル

時間（技術進歩）達成済み（現状）

経済的ポテンシャル

市場ポテンシャル

C
O

2削
減

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

①

②

新規技術のコスト削減に新規技術のコスト削減に
関する知見不足など関する知見不足など

限定合理性、限定合理性、
情報不足など情報不足など

コストを考慮せず、
技術的に実証されたオプションが
全て実施される場合のポテンシャル

長期的にみて経済的なオプションが
全て実施される場合のポテンシャル

短期的にみて経済的なオプションの
一部分しか実施されない、
現状の延長上でのポテンシャル

バリアの例バリアの例

永田、今中、木村、「低炭素社会の実現に向けた技術普及方策」、エネルギーフォーラム、2009年10月号

技術が進歩し、「経済的ポテン

 
シャル」が達成されればよいが、

技術が進歩しても、様々なバリアに技術の普及が

 
阻まれると「市場ポテンシャル」に留まる。
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エアコン暖房の
 

利用や普及を妨げる「バリア」

2倍

以上

2倍

程度
1.5倍

程度

同じ

程度

半分

程度灯油暖房
都市ガス暖房
LPG暖房
電気ヒーター

エアコン

居間でエアコンを利用するとしたら、
光熱費が現在のスタイルと比べて
どの程度高くなりそうか？

暖房負荷あたりの光熱費
（2006年）

実際 消費者のイメージ

（家庭用エネルギー統計年報などより作成） （出所：電力中央研究所研究報告Y08026）

約2円/MJ
約4円/MJ
約6円/MJ
約6円/MJ

約1～2円/MJ

(20%)

(21%)
(47%)

(11%)

エアコン暖房のコストに対する消費者イメージと実際

出所：西尾、岩船、エアコンによるCO2削減に向けた方策、電力中央研究所報告Y08026、2009年4月
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主な省エネルギーバリア

省エネバリア 内容

情報不足 何が省エネかについての情報が不足している。

動機の不一致 関係する主体間で省エネの利害が一致しないため、省エ

 ネが進まない。典型例は「オーナー・テナント問題」。

限定合理性 時間や気持ちの余裕がなく、検討能力にも限りがあるた

 め、最適な選択ができない。

資金調達力 省エネのための初期投資が調達できない。

隠れた費用 省エネには機器代や光熱費の他にも、余分な手間や利便

 性の低下といった様々な「費用」が生じることがある。

リスク 先のことはよくわからないため、短期間に投資回収できる

 省エネしか実施しない。

永田、今中、木村、「低炭素社会の実現に向けた技術普及方策」、エネルギーフォーラム、2009年10月号
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ボイラの省エネ対策へのバリア
 

～計測体制・現状把握が不十分
「ユーザーが指示しない限り、給水流量計や燃料計といった計測器がついてい

 ないのが一般的…ボイラは定格負荷の時は効率が良くても負荷が下がると

 大きく効率が落ちるが、その状況も計測しないとわからない…効率がわから

 ないと、対策検討ができない」

（省エネ診断士F氏コメント）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指定工場

指定なし

有り 無し 不明

排ガス温度の測定の有無
排ガスO2 濃度計測の有無

0% 20% 40% 60% 80% 100%

気体燃料

液体燃料

常時 年6回～ 年2回～ その他定期 不定期 不明 なし

（出典：日本ボイラ協会，2005）

出所：木村、産業部門における省エネルギーの障壁、電力中央研究所報告Y08045、2009年5月
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インバータ導入へのバリア
 ～検討能力の不足、インセンティブの不一致

「導入余地はまだあると考えられるが、需要側の利用実態を把握しなければ

 導入効果はわからない。このような実態把握は…導入する工場側でないと

 できないが、自社内の人間で対応できないことが多い」

（省エネ診断士E氏コメント）

「建設時のコストだけが考慮される場合が多い。細かな設計は設備業者が担

 当することが多いが、オーナーと設備業者との契約は工事一式であり、ポ

 ンプ等の設備については設備業者が値切れるだけ値切るというのが実態。

 オーナーにこちらの方が良い製品ですよと勧めて納得してもらっても…設

 備業者が押し返して導入に至らない場合もある」

（大手ポンプメーカーのコメント）

検討能力の不足、設備納入の際の初期費用の偏重、インセンティブの不
一致 が障壁となっている

検討能力の不足、設備納入の際の初期費用の偏重、インセンティブの不
一致 が障壁となっている

出所：木村、産業部門における省エネルギーの障壁、電力中央研究所報告Y08045、2009年5月
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工業炉の省エネ対策へのバリア
 ～機会費用、品質影響、他の優先すべき投資対象

「景気が良く設備稼働率が高い時期には、省エネルギー対策のために操業を止めること

 は難しい。特に景気が良く受注が多い時期に操業を止めるということは、利益をみす

 みす捨てていることになる」

（工業炉保有事業者のコメント；

 
NEDOによるインタビュー調査）

「現在の炉の品質が安定している。また、現在の炉の操業条件を把握するため、数年と

 多大な労力・費用を掛けており、炉変更に伴うリスクを負いたくない」

（工業炉保有事業者のコメント；NEDO・日本工業炉協会，2005）

「生産性の向上を重視する経営者が注目するのは、第一に鍛造プレスマシンなどの設備

 能力の向上であり、加熱炉の省エネ対応、環境対応については二の次の観がある」

（鍛造業界団体のコメント；

 
NEDO・日本工業炉協会，2005 ）

機会費用、品質影響などの「隠れた費用」が障壁となっている機会費用、品質影響などの「隠れた費用」が障壁となっている

出所：木村、産業部門における省エネルギーの障壁、電力中央研究所報告Y08045、2009年5月



37

政府による省エネ政策

• 効率基準の設定

– トップランナー法

• 情報の提供

– 省エネラベリング

• 管理標準の設定

– 工場省エネ法

• エネルギー管理士制度

• 技術的指針など
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効果的な技術普及に向けて

• コストの低いものから実施＝最大限の削減

• 政策：費用を最も小さくする選択が普通に行われる
 手助けをする。

– 技術ごと、受け手ごとに、きめ細やかな対策を計画－実
 施－点検－改善（PDCA）

– 原子力：安全規制や技術基準の一層の合理化

– 省エネ：情報提供、効率基準、管理標準、、

• 市民、企業：普段の生活・生産活動の延長で
– エネルギーコストを程よく意識しつつ

– 「普段」の活動のレベルアップ
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技術開発－大幅削減に不可欠
IPCC低排出シナリオ（カテゴリーI）で想定された技術

再生可能エネルギー 2100年 CCS（CO2の回収貯留）
２１００年までの累積
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バイオマス

再生可能エネ合計

太陽光水素

第2候補
第2候補

出所：星野、杉山、上野、IPCC第4次評価報告書の低排出シナリオについての分析、
電力中央研究所報告Y08008、2009年4月
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技術開発の特性

• 技術変化の源泉

– 研究開発

– 学習

– スピルオーバー

• 不確実性が大きい

– 水素社会？

– 太陽電池の将来？

出所：新エネルギー大量導入に伴う系統安定化対策・コスト負担検討小委

 
員会、太陽光発電・蓄電池の容量当費用の将来推計について、第３回資

 
料３、平成２０年１１月２８日
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スピルオーバー！

バッテリ技術群バッテリ技術群

有機半導体技術有機半導体技術

ニッケル水素電池

リチウムイオン電池

大画面！

Si素子の省エネ化

Si素子の微細化

演算高速化

新材料・新構造電池

バッテリ容量制約

Si材料不足

軽く・長く・多機能

薄型パネル製造技術

印刷加工技術

SiSi半導体技術半導体技術

SiSi半導体技術群半導体技術群

冷却コスト制約

パソコン

テレビ

ノートパソコン

液晶テレビ

電話

携帯電話

Si結晶太陽電池

電子ペーパー

有機太陽電池

「動力他電気」の省エネ化

ハイブリッド車

電気自転車
プラグイン・ハイブリッド車

電気自動車

Si微細加工太陽電池

バッテリ重量制約

プラズマテレビ

非ベクトル型大型計算機

市場ニーズ市場ニーズ
へのへの対応対応

魅力的商品

研究開発課題

激しい競争

高性能化

応用・転用・政策誘導 革新的革新的
温暖化対策技術温暖化対策技術

出所：杉山、今中、21世紀日本のエネルギーシステムシナリオ、電力中央研究所報告Y06018、2007年4月
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スピルオーバー！！

マイクロプロセッサ

エアコン

家電・ＩＴ機器電源

冷蔵庫

電気鉄道

産業モーター制御

撮像素子、
各種センサー、

信号処理プロセッサ、
ディスプレイドライバ、、、

メモリ

電子安定器

プロセス技術、新構造
微細加工技術シリコン製造技術

自動車
SiC / GaN
技術群？？

シリコン半導体技術群シリコン半導体技術群

LSI 市場

パワーデバイス市場

プラグインハイブリッド
電気自動車

電力系統応用

ハイブリッド
自動車

出所：今中、米国における温暖化対策技術の開発動向と将来シナリオ、SERC Discussion Paper 08005、2008年
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技術開発：健全で広範な技術基盤を

• 他部門からのスピルオーバーがエネルギー部門の
 技術革新に重大な影響を与えていることを考えると、

 健全で広範な技術基盤は、明らかに気候変動又は
 エネルギーに関連する研究と同等に、気候変動対

 策のための技術開発において重要となりうる。

• 実際に役立つ技術と役に立たずに終わる技術を事
 前に知ることは不可能なため、研究の広範なポート
 フォリオが必要である。

出所：IPCC第4次評価報告書

 

第３作業部会報告書

 

技術要約（経済産業省翻訳）
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大幅削減に向けた戦略

CO2
排出量

CO２

排出量

エネルギー
消費量

×

エネルギー
消費量

エネルギー
サービス量

＝ × エネルギー
サービス量

CO2原単位 エネルギー
効率

エネルギーを
使って得る効用

原子力、太陽光、CCS、、、

ヒートポンプ、電気自動車、、、
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車の省エネポテンシャル

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

電気自動車

ガソリンハイブリッド車

ガソリン車

燃料電池車（将来：FC効率60%)

燃料電池車（JHFC実証トップ）

圧縮天然ガス自動車

1km走行時燃料消費エネルギー（MJ、10･15モード）

出所：プラグインハイブリッド車を除き、日本自動車研究所「JHFC総合効率検討結果」平成18年3月

燃料電池車の将来想定以外は、現在の技術水準で達成される値。

総合効率（Well to Wheel効率）
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ヒートポンプによる省エネ

出所：ヒートポンプ・蓄熱センター、ヒートポンプ・蓄熱システム普及によ

 
るＣＯ２排出削減見通し

 

中間とりまとめ、2007年

発電所

一次エネルギー
100%

電気
40～50%

ヒートポンプ
COP（出力/入力）=3～6

熱エネルギー
120～300%

空気の熱、
未利用熱
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電気利用を通じたニア・ゼロエミッション
電化拡大＆電気機器省エネ＆ＣＯ２原単位削減⇒温暖化防止電化拡大＆電気機器省エネ＆ＣＯ２原単位削減⇒温暖化防止

便利、安全、
地域環境

地球温暖化
防止

消費者

 利益

活力ある製造業と技術革新活力ある製造業と技術革新
電気のＣＯ２
原単位低下

電気機器の
省エネ推進

電気機器の
利用拡大

ロボット

バッテリー

キャパシタ

電気自動車

Si半導体

有機半導体

ＩＨヒータ

集電技術

電子ペーパー
太陽電池

原子力

ＣＣＳ

家庭、オフィス、工場で
ヒートポンプ
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4. まとめ

• 温暖化は長期的な問題

– 温暖化を抑制するには大幅削減が必要

• 短中期的な目標は目安、メッセージ

• 技術普及：費用対効果の高い方策から着実に

– これを妨げるバリアの除去が重要：政策のPDCAを

• 技術開発：健全で広範な技術基盤を

• ニア・ゼロエミッションに向けた電気利用
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アメリカ 20.8%

中    国 20.3%

ド イ ツ 2.9%

イギリス 2.1%

イタリア 1.6%

欧州OECDその他 9.9%

  ロ シ ア 5.7%

イ ン ド 4.6%

日    本 4.5%

カ ナ ダ 1.9%

韓    国 1.7%

メキシコ 1.6%

オーストラリア 1.4%

インドネシア 1.2%

ブラジル 1.2%

その他 17.4%

フランス 1.4%

全世界のCO2 排出量

273億t-CO2

（2006年）

欧州OECD 17.9%

5. 日本の役割：量より質

出所：EDMC、エネルギー・経済統計要覧より作成
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5. 日本の役割：質の高い政策の発信

100 101 102

113

80

90

100

110

120

日本 先進ｱｼﾞｱ諸国 西欧 米国･ｶﾅﾀﾞ

石油製品１kｌ を作るのに必要なｴﾈﾙｷﾞｰ指数比較（2002年度）

（出典：Solomon Associates社）
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【産業部門】

【エネルギー転換部門】
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